
1 

 

○羽村・瑞穂地区学校給食組合職員の職務に専念す 

る義務の免除に関する規則 

平成 10年 10月 29日規則第２号 

最終改正 令和４年７月 11日規則第１号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、羽村・瑞穂地区学校給食組合職員の職務に専念する義務の

特例に関する条例（昭和 47 年条例第４号。以下「条例」という。）第２条第３

号の規定に基づき、職員の職務に専念する義務の免除に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 （任命権者が定める職務に専念する義務の免除） 

第２条 羽村・瑞穂地区学校給食組合職員の職務に専念する義務の特例に関する

条例第２条第３号に規定する職務に専念する義務の免除について、任命権者が

定める場合とは、次の各号に掲げるものとする。 

 （１） 職員が、国、他の地方公共団体その他の公共団体又はその職務と関連

を有する公益に関する団体の事業若しくは事務に従事する場合 

 （２） 職員が、法令（法律、法律に基づく命令及び条例）に基づいて設置さ

れた職員の福利厚生を目的とする団体の事業又は事務に従事若しくは参

加する場合 

 （３） 職員が、組合又は組合以外の機関が主催する講演会等において、講演

等を行う場合 

 （４） 職員が、その職務上の教養に資する講演会等を聴講する場合 

 （５） 職員が、その職務の遂行上必要な資格試験を受講する場合  

 （６） その他特別な理由のある場合  

 （職務専念義務免除の承認権者） 

第３条 条例第２条及び前条に規定する職務専念義務免除の承認（以下「承認」

という。）は、次の表の左欄に掲げる職にある者について、同表右欄に掲げる者

（以下「承認者」という。）が行うものとする。  
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承認を申請する者の職 承  認  権  者 

事  務  局  長 管    理    者 

課        長 事  務  局  長 

上記に掲げる者以外の者 課        長 

  

（職務専念義務免除の申請） 

第４条 承認を受けようとする者は、職務専念義務免除申請書（様式第１号）に

より、承認権者に申請するものとする。ただし、当該様式により難い場合は、

別に様式を定めることができるものとする。 

 （職務専念義務免除の適用基準） 

第５条 承認権者は、前条の承認の申請があつたときは、別表に定める適用基準

により職務専念義務の免除を承認するものとする。 

 （委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。  

   付 則 

 この規則は、平成 10 年 11 月１日から施行する。 

   付 則（平成 12 年７月１日規則第１号） 

 この規則は、平成 12 年７月１日から施行する。 

付 則（令和４年７月 11 日規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の様式で現に残存するものは、所

要の修正を加え、なお使用することができる。 
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様式第１号（第４条関係） 

        

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 係 長 課 長 事務局長 教育長 管理者 

      

羽村・瑞穂地区学校 

給食組合 管理者  宛 

   

 

                    所  属 

                    職・氏名         

             

職務専念義務免除申請書 

 

 羽村・瑞穂地区学校給食組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例及

び羽村・瑞穂地区学校給食組合職員の職務に専念する義務の免除に関する規則に

基づき、下記のとおり職務に専念する義務の免除を承認されるよう申請します。 

                 記 

１ 申請理由 （証明する書類等添付のこと） 

   

 

 

２ 申請日時・場所 

   平成  年  月  日（ ）  時  分から 

   平成  年  月  日（ ）  時  分まで 

 

  （場 所）               

 

 

 

上記申請については、 

  ・羽村・瑞穂地区学校給食組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条

例第２条  号 

  ・羽村・瑞穂地区学校給食組合職員の職務に専念する義務の免除に関する規

則第２条  号 

の規定に基づき、職務に専念する義務の免除を承認する。 

 なお、羽村・瑞穂地区学校給食組合一般職の職員の給与に関する条例第１５条

の規定に基づき、給与の減額は行わない。 
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別表（第５条関係） 

条 例 適     用     基     準 
事    例 備           考 

規 則 承  認  事  項 対 象 者 限    度 

条

例

第

２

条 

第

１

号 

研修に参加する場合 

研修参加者 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

自主研修 

 

 

市町村職員研修所等で実施する

各種研修で、職務命令により、研

修に参加する場合は公務扱い。 

第

２

号 

職員互助組合の実施する職

員の厚生事業に参加する場

合 

事業参加者 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

職員互助組合の実

施する厚生事業 

 

実施事業は、原則として勤務時間

外に行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

規 

 

 

 

則 

 

 

 

第 

 

 

第

１

号 

１ 国又は他の地方公共団 

体が付属機関として設置 

する審議会、協議会等の 

委員等の業務に従事する 

場合 

兼職の承認

を受けた者 

 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 

 

 

内容により、公務扱いとする。 

 

 

 

 

２ 国又は他の地方公共団 

体その他の公共団体等が 

実施する調査、研究、審 

査、審議等に係る委員等

の業務に従事する場合 

兼職の承認

を受けた者 

 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 

  

内容により、公務扱いとする。 

 

 

 

 

第

２

号 

市町村共済組合が実施する

厚生事業に参加する場合 

 

事業参加者 

 

 

任命権者の認める

必要限度の時間 

 

人間ドック・各種

検診任命権者の認

める各種大会 

人間ドックは、年間一回で２日以

内 

 

第

３

号 

１ 市町村職員研修所で行 

う職員の研修の講師 

 

市町村職員

研修所長が

指定した者 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 
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２ 

 

 

 

 

 

条 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国又は他の地方公共団 

体その他の公共団体等が 

主催する研修会として任 

命権者に依頼のあつた者 

が講演会を行う場合 

聴講依頼の

あつた者 

 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 

 

 

職務遂行上有益な内容で、報酬等

を伴わない場合は、公務扱いとす

る。 

 

 

第

４

号 

 

国又は他の地方公共団体そ

の他の公共団体等が主催す

る研修会等を聴講する場合 

聴講希望者 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 

職務命令により、聴講する場合は

公務扱いとする。 

 

第

５

号 

 

職務遂行上必要な資格試験

を取得するため、講習会及

び取得試験を受験する場合 

取得希望者 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 

職務命令により、資格取得の依頼

のあつた者については、公務扱い

とする。 

第

６

号 

 

 

 

 

 

１ 羽村・瑞穂地区学校給 

食組合職員互助組合の計 

画・立案・運営等の会議 

に参加する場合 

理   事 

 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 

理事会 

 

 

 

 

２ 市町村共済組合の組合 

会議員選挙に出席する場 

合 

代 議 員 

 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 

選挙は２年に一度実施 

 

 

３ その他管理者が必要と 

認める場合 

申 請 者 

 

職務に支障のない

範囲で必要限度の

時間 

 
申請者が職免を必要とする当該

事項を明記して申請 

 


